
総務省 2025年情報通信業基本調査
調査票の記入のしかた

情報通信業基本調査について
総務省では、情報通信業に属する企業（電気通信業、放送業、テレビジョン番組制作業及びインターネット附随

サービス業の４業種。以下同じ。）の活動実態を明らかにし、情報通信施策の基礎資料を得ることを目的として、
全国の情報通信業に属する企業から無作為に抽出した企業を対象に、本調査を実施しています。

回答方法
インターネット又は郵送によりご回答ください。インターネットでの回答については、同封の「インターネット

による回答のご案内」をご覧ください。
政府統計オンライン調査総合窓口 https://www.e-survey.go.jp

調査の前に
 この調査は、統計法（平成19年法律第53号）に基づく一般統計調査です。
 この調査により報告された記入内容は、統計法により秘密が保護されています。
 調査の期日は2025年３月31日現在です。

記入に当たっての留意事項
１． この調査は、企業単位の調査です。事業所、工場、支社、支店、営業所、店舗等を持つ企業については、それ

らを含めた企業全体の数値を記入してください。

２． この調査は企業群（企業グループ、連結企業等）単位の調査でなく、子会社・関連会社を持つ企業であっても、
企業ごとの調査になります。

３． 調査票に記入する数字は、１、２、３のように算用数字を使ってください。マイナス数値の場合は「△」の符
号を用いて記入してください。記入すべき金額や数量がない欄は、何も記入しないでください。

４． 金額欄は、百万円未満の金額は四捨五入して「百万円」単位で記入してください。該当金額があるものの、四
捨五入しても百万円に満たない場合（五十万未満）は、「０（ゼロ）」と記入して下さい。該当金額がない場合
は、「０（ゼロ）」を記入せず、空欄にしてください。なお、資本金額については、百万円未満の金額は切り捨
てて記入してください。

５． 消費税の取扱いについては、原則、税込みで記入してください。ただし、会計処理上、税込みで記入すること
が困難な場合は税抜きで記入してください。また、調査票１ページ目の「税込み」、「税抜き」のチェックボッ
クスの□内のいずれかに必ず「✓」（チェック）を記入してください。

６． 記入内容は、「貴社の2024年度の決算期」の数値で記入してください。それが困難な場合は、最寄りの決算期
の数値によって記入しても差し支えありません。

⑴ 調査期日（2025年3月31日）までに決算期を迎えた企業は、当該年度の決算の数値を、また、調査期日後に新
     たな決算期を迎える企業は、前年度の決算の数値をそれぞれ記入してください。
⑵ 半年決算の場合は、当該期と前期を合計し、年間で記入してください。
⑶ 決算期変更の経過期間により年間の記入が困難な場合は、変更後の決算期で記入しても差し支えありませんが

     調査票２ページ目の備考欄に○年○月○日から○年○月○日○か月決算である旨を記入してください。

７． 内訳調査項目などの記入に当たって、実額、実数等の記入が困難な場合は推計して記入しても差し支えありま
せん。なお、その場合は、調査票２ページ目の備考欄に推計した旨を記入してください。

８． 本件調査の提出先・お問合せ先
⑴ 提出先

郵送で提出する場合には同封の返信用封筒をご利用ください。なお、この調査はオンラインでの回答を推奨し
ています。インターネットによる回答の場合は、同封の「インターネットによる回答のご案内」をご覧のうえ、
政府統計オンライン調査総合窓口からご回答ください。

⑵ お問合せ先
本件調査について、お問合せをされる場合は、以下にご連絡ください。
「総務省情報通信業基本調査事務局」電話 0120-447-377（無料）

【受付時間】平日 9:00～17:00（土日、祝日を除く）



記入欄にあらかじめ印字記入されている場合は、記入事項を確認の上、変更、訂正がある場合は該当箇所を二重線で
消して修正して下さい。
※事前に印字記入されている情報は、回答負担を少しでも軽くするため、統計法（平成19年法律第53号）第27条第２
項に基づき提供を受けた「事業所母集団データベースに記録されている情報」をもとに印字しています。

・名称は、略式ではなく正式名称
（法人の場合は登記上の名称）
を記入して下さい。

・所在地には、登記上の所在地で
はなく、実際に事業を行ってい
る所在地を記入して下さい。

・法人番号には、国税庁から通知
された13桁の法人番号を記入し
て下さい。

・資本金の額が１百万円未満の場合は、「０（ゼロ）」百万円
と記入して下さい。

・「¥」記号は記入しないで下さい。

・損益計算書を参考にして、当該
年度決算時における貴社全体の
売上高、営業費用、営業外損益、
経常利益等を記入してください。

・経常利益（△損失） ＝
「売上高」－「売上原価」
－「販売費及び一般管理費」
＋「営業外収益」
－「営業外費用」

・当期純利益（△損失）＝
「経常利益」＋「特別利益」
－「特別損失」
－「法人税・住民税及び事業税」

・法人税等調整額があれば、それら
を加減した値を記入して下さい。

・減価償却費：固定資産に係る減
価償却費を記入して下さい。

・給与総額（賞与を含む）：常時
従業者に係る給与の総額を記入
して下さい。賞与は含みますが、
退職金は含みません。

・福利厚生費（退職金を含む）：
当該年度に支払うべき法定福利
費（厚生年金保険法、健康保険
法、介護保険法、労働災害補償
保険法等によるもの）、福利施
設負担額、厚生費、現物給与見
積額、退職給与支払額等の総額
を記入して下さい。

・租税公課：固定資産税、自動車税、印紙税等の総額を記入して下さい。
法人税、住民税、所得課税の事業税は含みません。

・常時従業者：他企業への出向者
（送出者）及び他企業からの出
向者（受入者）は、貴社が主と
して給与を負担している場合は
含み、給与を負担していない場
合は含みません。

・有給役員とは、役員のうち常時
勤務して毎月給与の支払いを受
けている者をいいます。

2025年情報通信業基本調査
電気通信業 調査票の記入のしかた

・該当者がいない場合は、「０（ゼロ）」
を記入せず、空欄にしてください。



・固定データ伝送には、インター
ネットアクセス（ＩＳＰ、ＦＴ
ＴＨ等）、ＩＰ-ＶＰＮ、広域
イーサネットによる売上を含み
ます。

・その他の電気通信サービスには、
電気通信業による売上のうち、
区分に該当しないものを記入し
て下さい。（例：ＩＲＵによる
契約収入）

・固定音声伝送には、ＩＰ電話も
含みます。また、国内サービス、
国際サービスの合計を記入して
下さい。

・営業費用として接続料等が発生
している場合、記入して下さい。

・接続料等：電気通信ネットワークを使用する対価として他の事業者に支払う料金。次の費用の合計を指します。
① 網使用料：ネットワークの使用の対価として接続先事業者に支払う費用
② 設備使用料：接続に必要な設備の設置・維持及びその工事費として接続先事業者に支払う費用
③ 網改造料：接続先事業者のネットワークの改造費
④ 保守委託料：接続に要する設備の保守委託費として接続先事業者に支払う費用
⑤ 卸電気通信役務の支払い：電気通信事業者間で貸し出した通信サービスに支払う費用
⑥ 手数料：接続に係る手数料として接続先事業者に支払う費用

・電気通信業に従事する人数を記
入して下さい。

・他の業務と兼務している場合は、
売上高で按分するなどして記入
して下さい。

・電気通信業以外による売上は記入
しないで下さい。（例：ＡＳＰ
（アプリケーション提供））

・記入いただいた内容について、
後日お尋ねする場合があります
ので、記入される方の氏名等を
必ず記入して下さい。

【2024年調査からの変更点】：「５電気通信業のサービス別年間売上高」

＜追加項目＞
・「ICT基盤共用サービス業（IaaS、PaaS）」を追加いたしました。

・ICT基盤共用サービス業（IaaS、
PaaS）は、ネットワークを利用
し、データセンターにおける
サーバー、ストレージなどの
機器・設備を他の利用者との
共用で提供するサービスのうち、
システム・アプリケーションの
構築等の基盤となる機能を提供
するサービスを指します。

・ICTアプリケーション共用サービ
ス業（ASP事業、SaaS事業）
は含みません。

・項目に空欄がある場合、「空欄
項目には該当金額がない」など、
その理由を記入してください。

・該当者がいない場合は、「０
（ゼロ）」を記入せず、空欄に
してください。
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